
平成23年3月公表

１１１１　　　　総括総括総括総括

 ((((1111) ) ) ) 人件費人件費人件費人件費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

 ( ( ( (2222) ) ) ) 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成２１年４月１日現在の人数である。

((((3333) ) ) ) 特記事項特記事項特記事項特記事項
な　し

((((4444) ) ) ) ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数のののの状況状況状況状況（（（（各年各年各年各年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
 　　　

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

千円人 千円 千円 　　　　　千円

（参考）特例市平均

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 一人当たり給与費　　計　　Ｂ

一人当たり

給与費 B/A

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

21年度

5,898 6,6917,018,140 1,162,9371,822

Ａ

千円

人 件 費 率人 件 費

Ｂ

14.5

　　　　　千円

住民基本台帳人口

（21年度末）

千円

区　　分

21年度 　　　　　　　千円

職員数

人　

111,666,012205,708

区　　分

平成22年度　上越市の給与・定員管理等について

（参考）

Ｂ／Ａ

実 質 収 支歳 出 額

Ａ 20年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

16.7

　　　　　　％

2,632,272 16,162,749

　　　　　千円

10,746,5132,565,436

(H17)
96.4

(H17)
97.9

(H17)
97.6

(H22)
98.8

(H22)
100.3

(H22)
98.6

95

100

105

上越市 類似団体平均 全国市平均
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２２２２　　　　一般行政職給料表一般行政職給料表一般行政職給料表一般行政職給料表のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（単位：円）

（注）給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

３３３３　　　　職員職員職員職員のののの平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額、、、、初任給等初任給等初任給等初任給等のののの状況状況状況状況
 ((((1111) ) ) ) 職員職員職員職員のののの平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢、、、、平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及びびびび平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

（注）１　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成19～21年の3ヶ年平均）

　　　２　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているもの

　　　　　ではない。

　　　３　年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員にお

　　　　　いては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

481,300

320,600 366,200 413,700222,900 261,900 289,200

309,400 356,600 390,500

８級

１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

135,600

１級

243,700 403,000 425,100 459,100

５級 ６級 ７級

特例市

新潟県

２級

185,800

332,15843.0 396,813上越市

区　　分

３級 ４級

国

平均給与月額
（国ベース）

369,382

362,050

392,049

395,666

43.2 430,849

325,579 ―41.9

339,602

平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

42.8 341,049 414,139

1.46

3,231,200円

3,008,200円

3,308,600円

1.55

参　　考

― ―

1.71

(Ｄ)

―

5,005,778円

年収ベース（試算値）の比較

平均給与月額 対応する民間 平均給与月額

上越市

平均給与月額

Ｃ／Ｄ

(Ａ) (国ベース) の類似業種 (Ｂ)

50.2歳 225人 310,366円 326,609円 322,090円 ― ― ― ―

49.0歳 148人 308,010円 317,715円 314,941円 調理士 40.9歳 238,300円 1.33

52.6歳 58人 316,027円 336,221円

235,800円 1.49

337,654円 用務員 53.8歳 213,600円

50.3歳 12人 300,249円 352,132円

48.7歳 576人 351,003円 393,244円

―

377,597円 ― ― ―

―

―

46.4歳 219人 325,173円 389,267円 364,848円 ― ― ―

平均年齢 Ａ／Ｂ

322,291円 ― ― ―

1.57

321,045円
自家用自動車
運転者 52.6歳

民　　間 参　考

特例市

国

新潟県

うち自動車運転手

うち用務員

うち調理員

上越市

―

区　　分

区　　分

公　務　員

平均年齢 職員数 平均給料月額

49.3歳 3,955人 284,514円

民間

うち自動車運転手

うち用務員

うち調理員

公務員

5,157,067円

4,835,752円

(Ｃ)
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　　　③税務職（上越市では、木田庁舎税務担当課に勤務する職員及び区総合事務所の税務担当職員）

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

（注）国の税務職は、税務署に勤務する職員

　　　　④福祉職（上越市では、保育園に勤務する保育士）

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成２２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 

　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお

　　　　いて明らかにされているものである。　

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものである。

（（（（2222) ) ) ) 職員職員職員職員のののの初任給初任給初任給初任給のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

（注）税務職及び福祉職共に初任給の状況は、一般行政職と同じである。

（（（（3333) ) ) ) 職員職員職員職員のののの経験年数別経験年数別経験年数別経験年数別・・・・学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（注）１　税務職の状況は、異動に伴い市民税課等へ配属が変わるものであり、一般行政職と同じである。

      ２　福祉職（保育士）は、経験年数区分の該当者が少数のため掲載していない。

      ３　「―」は、該当者なし。

125,400

国

区　　　　分

高　校　卒

高　校　卒

中　学　卒

経験年数１０年

大　学　卒一般行政職 286,200

中　学　卒

41.2

国 40.2

41.2特例市 342,883

―

経験年数１５年

274,508

一般行政職

技能労務職

363,932

312,838 362,916

140,100

137,200

区　　　　　分

大　学　卒

上越市

上越市

平均給与月額

40.1

42.7

39.3特例市

平均給与月額

311,831

（国ベース）

320,091

172,200

―

―

356,791

経験年数２０年

―

140,100

129,200

141,900

308,040227,700

222,500

高　校　卒

高　校　卒技能労務職

329,808

（国ベース）

303,542

320,702

―

366,234

306,723

307,763

375,438

新　潟　県

178,800

144,500

上　越　市

445,250

172,200

国

317,759

347,100401,018

284,100261,600

――

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額
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４４４４　　　　一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数等級別職員数等級別職員数等級別職員数等のののの状況状況状況状況
（（（（1111) ) ) ) 一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数級別職員数級別職員数級別職員数のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（注）１　上越市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

　（（注）　５年前（平成１７年）は１０級制であるが、給与構造改革により平成１８年に８級制に変更している。
 　　　　（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）　　　　　

（（（（2222) ) ) ) 昇給昇給昇給昇給へのへのへのへの勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績のののの反映状況反映状況反映状況反映状況

　

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

構成比

主事、技師

112
副課長、グループ長

57

86

　　　　　　　　人
3　　級

5.0

1.4

課長、総合事務所次長

　　　　　　　　％

16

25 2.2

部長
　　　　　　　　％

課長、総合事務所長

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

6　　級

7　　級

4　　級

8　　級

2　　級

主事、技師1　　級

主任、係長、班長

5　　級

区　　分 標準的な職務内容

　　　　　　　　％

28.1

　　　　　　　　％

9.8

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

321

3.8

　所属長からの成績証明に基づき昇給を行っておりますが、評価方法や給与への反映方法を見直した上で人事考課制度を
再構築し、将来的には昇給にも反映させる予定です。

483

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

職員数

42.2

7.5

　　　　　　　　％

主任、係長、班長

44

1.0%（1級）3.0%（1級）3.8%（1級） 6.7%（2級）
7.7%（2級）7.5%（2級）

13.9%（3級）

42.8%（3級）42.2%（3級） 19.1%（4級）

27.6%（4級）28.1%（4級）

15.8%（5級）

9.7%（5級）9.8%（5級）

25.2%（6級）

5.9%（6級）5.0%（6級）

10.2%（7級）

1.8%（7級）2.2%（7級） 5.4%（8級）

1.5%（8級）1.4%（8級）

2.0%（9級）

0.7%（10級）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２２年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

4



５５５５　　　　職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

（（（（1111) ) ) ) 期末手当期末手当期末手当期末手当・・・・勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当

千円 千円

（21年度支給割合） （21年度支給割合） （21年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

　【　【　【　【参考参考参考参考】】】】勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当へのへのへのへの勤務実績勤務実績勤務実績勤務実績のののの反映状況反映状況反映状況反映状況（（（（一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職））））

　

（（（（2222) ) ) ) 退職手当退職手当退職手当退職手当（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　　　無　　　　　　　　）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２１年度に退職した職員に支給された平均額である。

 ((((3333) ) ) ) 地域手当地域手当地域手当地域手当

（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

（注）１　支給実績及び支給職員１人当たり平均支給年額は、平成２１年度における地域手当の額である。

　　　２　支給職員１人当たり平均支給年額は、東京都特別区の１人当たりの額である。

23.50

新　　　　　潟　　　　　県

2.75 1.35

2,421

33.50

医療職給料表の適用を
受ける職員

支給実績（21年度決算）

23.50

59.28

定年前早期退職特例措置

59.2847.50

30.55

1,432

１人当たり平均支給額（21年度）

支給対象地域 支給率 支給対象職員数

5,144

515

18

（2～20％加算）

東京都特別区 1

59.28

・管理職加算　10～25％

上　　　　　　　越　　　　　　　市

15

1.45

30.55

41.3433.50

47.50

・役職加算　5～20％ ・役職加算　5～20％

1.35

0.70

2.75

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）

24,090

41.34

59.28

（2～20％加算）

59.28

国

上　　　　　越　　　　　市 国

1,571

―１人当たり平均支給額（21年度）

0.70

2.75

1.50

59.28

　平成17年12月から平成20年6月まで、管理職を対象に評価結果を勤勉手当の支給に反映させていましたが、現在、人事
考課制度を一時休止し、評価方法や給与への反映方法について、制度内容の見直しを行っています。

1.40

・役職加算　5～20％

・管理職加算　10～25％

0.701.45

18

国の制度（支給率）

定年前早期退職特例措置

522,172
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 ((((4444) ) ) ) 特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

千円

円

％

 ((((5555) ) ) ) 時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

全職員

滞納処分手当

支 給 実 績 （ 21 年 度 決 算 ）

行旅死亡人及び行旅病人の取
扱い

滞納による物件の差押え等

用地交渉手当

社会福祉業務のケースワーク

医療業務

潜水手当

医師手当

収納課の職員

福祉課、高齢者支援課等の
職員

福祉課等の職員

健康づくり推進課等の職員
汚染区域における感染症又は感
染症の疑いのある患者又は動物
の救護、指導、消毒等の作業

廃棄物又はし尿処理及び動物の
死体処理業務

水族博物館の動物飼育

感染症防疫手当

動物飼育手当

379,298

293職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 21 年 度 決 算 ）

清掃手当

社会福祉業務手当

生活環境課等の職員

水族博物館の職員

1日　600円

技術職調整手当

485,685

災害応急作業等手当

１日　250円潜水作業に従事した職員

特定の資格を有し、直接これらの
業務に従事

医師及び歯科医師 医療業務

支 給 実 績 （ 20 年 度 決 算 ）

行旅死病人取扱手当

建築士、電気主任技術者な
どの資格を有する職員

用地交渉に従事した職員
用地の取得等のため、当該所有
者等と直接交渉する業務

潜水器具を着用しての潜水作業

224職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 20 年 度 決 算 ）

左記職員に対する支給単価

13 種類

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）

手当の名称

職員全体に占める手当支給職員の割合（21年度）

主な支給対象職員

手当の種類（手当数）

主な支給対象業務

3.9

支給実績（21年度決算） 28,443

384,364

医療業績手当 医師及び歯科医師

重大な災害の発生等により、立
入りの制限等の措置が採られた
区域において業務に従事

月額　25,000円から300,000円

１件　　300円

月額　4,000円（福祉課援護係）
日額　　200円（ケースワークに従事した日）

月額　2,000円

1日　200円

1件　3,000円（死亡人）
1件　1,200円（病人）

１日　250円

１日　450円

月額　1,700円

医師：月額　280,000円
歯科医師：月額　140,000円

診療手当 医師及び歯科医師 診療業務
１件　2,000円（時間外の診療業務）
１件　1,000円（時間内の往診業務）
１件　5,000円（時間外の往診業務）
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（（（（6666) ) ) ) そのそのそのその他他他他のののの手当手当手当手当（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

異なる内容

196,258円

国の制度と

との異同

一部異なる

一部異なる

同じ

国は
6,000円
から18,000円

同じ

同じ

同じ

82,152円

3,740,882円

348,000円

64,418円

14,964千円

1,392千円

119,495千円

同じ

同じ

祝日法による休日等に勤務した職員に支
給
・勤務１時間当たりの給与額×135/100
×勤務時間数

同じ

交通用具使
用者の距離
区分及び支
給額
国は2,000円
から24,500円

同じ

同じ

国の制度

手　当　名

通勤手当

管理職手当

住居手当

扶養手当

職員全体に
占める手当
支給職員の

割合
　（21年度）

46.1%

17.3%

82.7%

12.6%

4.9%

29.5%

96.9%

0.4%

1.8%

0.2%

0.2%

寒冷地手当

単身赴任手当

初任給調整手当

異動に伴い転居し、やむを得ない事情に
より配偶者と別居して単身で生活する職
員に支給
・赴任地への距離に応じて月額23,000円
から68,000円を支給

寒冷地に在勤する職員に支給
・次の特別職の報酬等の状況に掲載して
ある表と同じ

医師等の人材確保のための手当
・支給額は410,900円以内

夜間勤務手当

宿日直手当

休日勤務手当

管理職員特別
勤務手当

218,088円

18,539円

30,473円

233,134円

594,217円

76,318円

支給職員１人当たり

平均支給年額

（21年度決算）

1,745千円

10,456千円

2,834千円

143,801千円

120,812千円

65,158千円

205,624千円

（21年度決算）

支給実績

2,793千円

内容及び支給単価

扶養親族のある職員に支給
・配偶者：13,000円
・配偶者以外：各6,500円
　配偶者のない職員の場合の1人目の
　子等：11,000円
・特定年齢の子：加算5,000円
　（16歳年度初め～22歳年度末）

正規の勤務時間として深夜に勤務した職
員に支給
・勤務1時間当たりの給料額×25/100×
勤務時間数

借家・借間居住に居住する職員に支給：
最高27,000円
（月額12,000円を超える家賃を支払って
いる職員）

交通機関利用及び自動車等の交通用具使
用職員に支給
・公共交通機関利用者
６か月定期券等の価格により一括支給
（ただし、１か月55,000円が支給限度
額）
・自動車等の交通用具使用者
通勤距離に応じた月額支給（2,900円か
ら44,100円）

管理又は監督の地位にある職員に支給
＜支給額の例＞
部長等　84,100円
総合事務所長等　64,900円
課長等　56,200円
副課長等　39,600円
副参事　29,600円

宿日直勤務を行った職員に支給
・勤務１回につき5,900円以内

管理又は監督の地位にある職員が、臨時
又は緊急の必要等により、週休日又は休
日等に勤務した場合に支給
・管理職手当の適用区分に応じて、勤務
一回につき支給
部長相当職：11,000円
課長相当職：10,000円
副課長相当職：7,000円
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６６６６　　　　特別職特別職特別職特別職のののの報酬等報酬等報酬等報酬等のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

975,000円×在職月数×55/100 円

731,700円×在職月数×32/100 円

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

780,000

740,000

975,000

731,700

658,530

期
末
手
当

寒
冷
地
手
当

3.05月分　　　役職加算20％あり

議 長

市 長

25,740,000

副 市 長

任期毎

　　（支給日）　毎年11月から翌年3月までの給与支給日

11,238,912

534,300

440,000680,000

任期毎

　　※下記の世帯主区分で支給

534,300

472,500

3.05月分　　　役職加算20％あり

467,000

766,400

（参考）特例市における最高／最低額

区 分 給 料 月 額 等

副 市 長

報

酬

給

料

市 長

副 議 長

議 長

退
職
手
当

市 長

副 市 長

備　　　　考

副 市 長
　　（21年度支給割合）

　　（21年度支給割合）

444,600

市 長

議 員

副 議 長

議 員

658,500950,000

877,500 1,137,000

支給額

扶養親族のある職員 月額 17,800円　(年額  89,000円)

その他の世帯主である職員 月額 10,200円　(年額  51,000円)

その他の職員 月額  7,360円　(年額  36,800円)

世帯主の区分

世
帯
主
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７７７７　　　　職員数職員数職員数職員数のののの状況状況状況状況

（（（（1111))))部門別職員数部門別職員数部門別職員数部門別職員数のののの状況状況状況状況とととと主主主主なななな増減理由増減理由増減理由増減理由
（各年４月１日現在）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（特例市の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

82
　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

その他

水道

小　計

0
86

224

4949

312

事務の統廃合・縮小、業務の民間等委託

主 な 増 減 理 由

12病院

下水道

一
般
行
政
部
門

1,823 1,817

計

教育部門

98
労働

民生
税務

商工

衛生

150

2

土木

農林水産

537
150

78

140

1,511

2,041

[ 2,400 ］

229

合　　計

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

小　計

89

議会
419
12

総務

84

2,052

44.42

△ 1 事務の統廃合・縮小

平成22年平成21年

12

対前年
増減数

職 員 数

81 △ 1
△ 2

[ 0 ］

△ 11

10

[ 2,400 ］

普
通
会
計
部
門

事務の統廃合・縮小

事務の統廃合・縮小

事務の統廃合・縮小

△ 6

△ 5

事務の統廃合・縮小

＜参考＞

308

1,509

△ 4

63.62

73.36

△ 3

0
409
86

76

514

151

95
2

＜参考＞

99.22

△ 2

＜参考＞

△ 10

事務の統廃合・縮小、国体業務の終了

23

88.33

0

2

保育所職員の増、組織改編による職員増

組織改編による職員増
△ 3 事務の統廃合・縮小

事務の統廃合・縮小、業務の民間等委託

△ 2

△ 10
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（（（（2222))))年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

　

((((3333))))職員数職員数職員数職員数のののの推移推移推移推移

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。
      ２　合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

職員数
6 57 167

人

～

310

人人 人

275

人

32歳 36歳

285

35歳

人 人

39歳 51歳

人人

43歳 47歳

163 231

人

17896

20歳 20歳 24歳

～

計

未満

～

31歳

～

23歳 27歳

～

以上

～

55歳 59歳

28歳

区　分

～ ～ ～ ～

44歳 48歳40歳 52歳 60歳56歳

人

2,0413

人 人

270

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

５年前の構成
比

%
（例）

（単位：人・％）

255 224

2,375 2,331 2,0412,253 2,120 2,052総合計

1,701 1,688

388 380

2,089 2,068

286 263公営企業等会計計

過去５年間
の増減数（率）

一般行政

教育

普通会計計

1,509

360 308

1,817

△192

△80

１９年 ２０年 ２１年 ２２年

△334 (△14.1%)

239 229 △62 (△21.7%)

1,998 1,881 1,823 △272 (△13.0%)

325 312 (△20.6%)

1,638 1,556 1,511 (△11.3%)

１７年 １８年
部門別

年度

10



８８８８　　　　公営企業職員公営企業職員公営企業職員公営企業職員のののの状況状況状況状況

　((((1111))))　　　　ガスガスガスガス事業事業事業事業

  　① ① ① ① 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、平成２２年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

な　し

② ② ② ② 職員職員職員職員のののの基本給基本給基本給基本給、、、、平均月収額及平均月収額及平均月収額及平均月収額及びびびび平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

ア　企業職員

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

イ　技能労務職

円 円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成19年～21年の3ヶ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては

　前年度に支給された期末･勤勉手当、民間においては前年度に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

上越市

％

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

千円 千円

一人当たり

21年度

区　　分

公務員

％

11.410.7

　　　　　千円 千円人 千円

職員数

区　　分 総費用 純損益又は実

職員給与費比率 20年度の総費用に占

める職員給与費比率

総費用に占める

　　　　　　Ｂ／Ａ

　質収支

Ａ  Ｂ　

　　　　千円 千円　 千円　

4,611,386 314,693 492,862

（参考）類似団体平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

区　　分

千円

54 206,777 50,901 75,662 333,340 6,173 6,514

21年度

団 体 平 均 44.3 357,061 543,727

上 越 市 40.8 323,501 505,767

上越市 　　　57.4歳 　　　1人 335,592円

参考

平均年齢 職員数 基本給 平均月収額 平均給与月額　(A)
対応する民間
の類似職種

民間

平均年齢 平均給与月額　(B) A/B

466,989円 343,446円 配管工 43.0歳 296,300円 1.16

－ － － －

区　　分

参考

公務員
（Ｃ)

民間
（Ｄ)

Ｃ/Ｄ

類似団体 　　46.3歳   233人 325,214円 　  －　 円 389,707円

年収ベース(試算値)の比較

1.405,552,875 3,969,600
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③ ③ ③ ③ 職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（21年度支給割合） （21年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算　　5％～20％ ・ 役職加算　　5％～20％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（平成２２年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2～20％加算） （2～20％加算）

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 ） （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 ）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２１年度に退職した職員に支給された平均額である。

１人当たり平均支給額（21年度） １人当たり平均支給額（21年度）

上　　　越　　　市 上越市（一般行政職）

上　　　越　　　市 上越市（一般行政職）

1,042 1,432

2.75 1.35 2.75 1.35

1.45 0.7 1.45 0.7

30.55

33.50 41.34 33.50 41.34

23.50 30.55 23.50

47.50 59.28 47.50 59.28

59.28

0 25,841 2,421 24,090

59.28 59.28 59.28
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ウ　地域手当

（平成２２年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成２２年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

　　

481

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算） 0

支給実績（21年度決算） 0

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算） 36,023

支給実績（21年度決算） 313

ガス工作物の保安・監督 月額　2,500円特殊企業職手当
ガス主任技術者の資格を有し選任
された職員

年末、年始（12/28から
1/3まで）の期間における
宿日直勤務及び交替勤
務

１勤務当たり
12/31、1/1　　4,700円
上記以外　　　2,700円

同上
（年末・年始）

年末、年始に宿日直勤務に従事し
た職員

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 21 年 度 決 算 ） 454

重大な災害の発生等に
より、供給区域において
行う巡回監視、応急作業
等

1日　600円
同上

（災害応急作業等手当）
全職員

支 給 実 績 （ 21 年 度 決 算 ） 20,402

16.4

手当の種類（手当数） 1

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

職員全体に占める手当支給職員の割合（21年度）

支 給 実 績 （ 20 年 度 決 算 ） 21,665

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 20 年 度 決 算 ）
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カ　その他の手当（平成２２年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円69,587 100.0%寒冷地手当

寒冷地に在勤する職員に
支給
・6.特別職の報酬等の状況
に掲載してある表と同じ

同じ

一般行政職
の制度と異
なる内容

（21年度決算）

3,758 千円

5,250 7.4%同じ 21

79.6%

同じ 4,589 千円 573,560 14.8%

同じ通勤手当

交通機関利用及び自動車
等の交通用具使用職員に支
給
・公共交通機関利用者
６か月定期券等の価格により
一括支給（ただし、１か月
55,000円が支給限度額）
・自動車等の交通用具使用
者
通勤距離に応じた月額支給
（2,900円から44,100円）

72,451

管理職手当

管理又は監督の地位にある
職員に支給
＜支給額の例＞
局長　　　　84,100円
次長　　　　64,900円
課長　　 　 54,000円
副課長等　39,600円
副参事    　29,600円

管理職員特別勤務手当

管理又は監督の地位にある
職員が、臨時又は緊急の必
要等により、週休日又は休
日等に勤務した場合に支給
・管理職手当の適用区分に
応じて、勤務一回につき支給
局長       　　　　 　11,000円
次長及び課長   10,000円
副課長及び副参事等 7,000
円

宿日直手当

宿日直勤務を行った職員に
支給
・勤務１回につき7,200円
（保安責任者は2,000円を加
算）

一部異なる

一般行政職
の制度との
異同

支給実績 支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価 （21年度決算） 平均支給年額

職員全体に
占める手当
支給職員の
割合
　（21年度）

扶養手当

扶養親族のある職員に支給
・配偶者：13,000円
・配偶者以外：各6,500円
・配偶者のない職員の場合の
1人目の子等：11,000円
・特定年齢の子：加算5,000
円（16歳年度初め～22歳年
度末）

同じ 7,010 千円 250,357 51.9%

18.5%住居手当

借家・借間に居住する職員に
支給
：最高27,000円（月額12,000
円を超える家賃を支払ってい
る職員）

同じ

9,575 千円 222,658

2,121 千円 212,100

3,116 千円

千円

79.6%

夜間勤務手当

正規の勤務時間として深夜
に勤務した職員に支給
・勤務1時間あたりの給料額
×25/100×勤務時間数

同じ 0 千円 0 0.0%

一般行政職
は勤務１回に
つき5,900円

以内
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　((((2222))))　　　　水道事業水道事業水道事業水道事業

  　① ① ① ① 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、平成２２年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

な　し

② ② ② ② 職員職員職員職員のののの基本給基本給基本給基本給、、、、平均月収額及平均月収額及平均月収額及平均月収額及びびびび平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

ア　企業職員

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

イ　技能労務職

円 円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成19年～21年の3ヶ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては

　前年度に支給された期末･勤勉手当、民間においては前年度に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

－

区　　分 年収ベース(試算値)の比較

上越市 5,548,923 3,969,600 1.40

区　　分

公務員 民間

類似団体 　　46.3歳    233人 325,214円 　  －　 円 389,707円 －

団 体 平 均 45.6 366,719 546,495

99,005 445,201 6,270 6,56771 269,366 76,830

　質収支

4,787,125 259,915 640,002 13.4 13.6

公務員
（Ｃ)

民間
（Ｄ)

Ｃ/Ｄ

　　　43.0歳 296,300円

参考

－ －

平均年齢 平均給与月額　(B) A/Ｂ

上越市 　　57.4歳 　　　1人 314,700円 469,827円 358,187円 配管工

参考

平均年齢 職員数 基本給 平均月収額 平均給与月額　(A)
対応する民間
の類似職種

上 越 市 40.1 325,667 515,921

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

千円 　　　　　千円 千円 千円 千円

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

一人当たり （参考）類似団体平均給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

Ｂ　 める職員給与費比率

％千円　 千円　

総費用に占める

職員給与費比率 20年度の総費用に占

区　　分 総費用 純損益又は実

％

Ａ  　　　　　　Ｂ／Ａ

21年度 　　　　千円

21年度 人

区　　分 職員数

　　　　　　Ａ

千円

1.21
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③ ③ ③ ③ 職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（21年度支給割合） （21年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算　　5％～20％ ・ 役職加算　　5％～20％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（平成２２年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2～20％加算） （2～20％加算）

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 ） （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 ）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２１年度に退職した職員に支給された平均額である。

      

ウ　地域手当

（平成２２年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

％ 人 ％

59.28 59.28 59.28 59.28

1,395 1,432

1.45 0.7 1.45 0.7

支給実績（21年度決算） 0

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算） 0

0 26,902 2,421 24,090

33.50 41.34 33.50 41.34

23.50 30.55 23.50 30.55

上　　　越　　　市 上越市（一般行政職）

2.75 1.35 2.75 1.35

上　　　越　　　市 上越市（一般行政職）

１人当たり平均支給額（21年度） １人当たり平均支給額（21年度）

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

47.50 59.28 47.50 59.28
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エ　特殊勤務手当（平成２２年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

支 給 実 績 （ 20 年 度 決 算 ） 30,669

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 20 年 度 決 算 ） 486

同上
（災害応急作業等手当）

全職員

重大な災害の発生等に
より、供給区域において
行う巡回監視、応急作業
等

1日　600円

23.8

手当の種類（手当数） 1

特殊企業職手当
水道技術管理者の資格を有し選
任された職員

水道管理についての技
術上の業務

月額　2,500円

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

60,270

職員全体に占める手当支給職員の割合（21年度）

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）

支給実績（21年度決算） 1,005

水道浄水場における交
替勤務

１勤務当たり1,700円

同上
（年末・年始）

年末、年始に宿日直勤務及び交
替勤務に従事した職員

年末、年始（12/28から
1/3まで）の期間における
宿日直勤務及び交替勤
務

１勤務当たり
12/31、1/1　　4,700円
上記以外　　　2,700円

同上
（交替勤務）

交替勤務に従事した職員

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 21 年 度 決 算 ） 546

支 給 実 績 （ 21 年 度 決 算 ） 33,283
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カ　その他の手当（平成２２年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

8.5%

寒冷地手当

寒冷地に在勤する職員に
支給
・6.特別職の報酬等の状況
に掲載してある表と同じ

同じ 5,197 千円 73,184 100.0%

（21年度決算）

夜間勤務手当

正規の勤務時間として深夜
に勤務した職員に支給
・勤務1時間あたりの給料額
×25/100×勤務時間数

同じ 1,296 千円 215,950

11,173 千円 214,854 73.2%

10 千円 2,000 7.0%

64.8%

4,760 千円 528,816 12.7%

139,575

5,094 千円 79,586 90.1%

一般行政職
の制度との
異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

職員全体に
占める手当
支給職員の
割合
　（21年度）

支給職員１人当たり

（21年度決算） 平均支給年額

支給実績

管理職員特別勤務手当

管理又は監督の地位にある
職員が、臨時又は緊急の必
要等により、週休日又は休
日等に勤務した場合に支給
・管理職手当の適用区分に
応じて、勤務一回につき支給
局長       　　　　 　11,000円
次長及び課長   10,000円
副課長及び副参事等 7,000
円

宿日直手当

宿日直勤務を行った職員に
支給
・勤務１回につき7,200円
（保安責任者は2,000円を加
算）

管理職手当

管理又は監督の地位にある
職員に支給
＜支給額の例＞
局長　　　　84,100円
次長　　　　64,900円
課長　　 　 54,000円
副課長等　39,600円
副参事    　29,600円

同じ

同じ

一部異なる

一般行政職
は勤務１回に
つき5,900円

以内

手　当　名 内容及び支給単価

扶養手当

借家・借間に居住する職員に
支給
：最高27,000円（月額12,000
円を超える家賃を支払ってい
る職員）

住居手当

交通機関利用及び自動車
等の交通用具使用職員に支
給
・公共交通機関利用者
６か月定期券等の価格により
一括支給（ただし、１か月
55,000円が支給限度額）
・自動車等の交通用具使用
者
通勤距離に応じた月額支給
（2,900円から44,100円）

同じ

28.2%同じ 2,792 千円

12,226 千円 265,766

通勤手当

交通機関利用及び自動車
等の交通用具使用職員に
支給
・公共交通機関利用者
６か月定期券等の価格により
一括支給（ただし、１か月
55,000円が支給限度額）
・自動車等の交通用具使用
者
通勤距離に応じた月額支給
（2,500円から32,900円）

同じ
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　((((3333))))　　　　簡易水道事業簡易水道事業簡易水道事業簡易水道事業

  　① ① ① ① 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、平成２２年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

な　し

② ② ② ② 職員職員職員職員のののの基本給基本給基本給基本給、、、、平均月収額及平均月収額及平均月収額及平均月収額及びびびび平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

団 体 平 均 45.6 366,719 546,495

上 越 市 39.2 315,744 482,249

14,388 63,655 5,787 6,56711 39,083 10,184

　　　　　千円 千円 千円 千円21年度 人 千円 千円

％ ％

37,130 82,084 13.4 14.1

21年度 　　　　千円 千円　 千円　

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

一人当たり （参考）類似団体平均給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率Ａ  Ｂ　

　質収支 職員給与費比率 20年度の総費用に占

区　　分 総費用 総費用に占める純損益又は実

612,168

　　　　　　Ａ

職員数区　　分

給　 料 職員手当

19



③ ③ ③ ③ 職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（21年度支給割合） （21年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算　　5％～20％ ・ 役職加算　　5％～20％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（平成２２年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2～20％加算） （2～20％加算）

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 ） （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 ）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２１年度に退職した職員に支給された平均額である。

0 0 2,421 24,090

59.28 59.28 59.28 59.28

上　　　越　　　市 上越市（一般行政職）

47.50 59.28 47.50 59.28

1.45 0.7 1.45 0.7

1,309 1,432

2.75 1.35 2.75 1.35

33.50 41.34 33.50 41.34

23.50 30.55 23.50 30.55

上　　　越　　　市 上越市（一般行政職）

１人当たり平均支給額（21年度） １人当たり平均支給額（21年度）
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ウ　地域手当

（平成２２年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成２２年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

支 給 実 績 （ 20 年 度 決 算 ） 5,131

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 20 年 度 決 算 ） 513

10.6

手当の種類（手当数） 1

同上
（災害応急作業等手当）

全職員

重大な災害の発生等に
より、供給区域において
行う巡回監視、応急作業
等

1日　600円

特殊企業職手当
水道技術管理者の資格を有し選
任された職員

水道管理についての技
術上の業務

月額　2,500円

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算） 0

支給実績（21年度決算） 0

支給実績（21年度決算） 38

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算） 32,486

同上
（年末・年始）

年末、年始に宿日直勤務に従事し
た職員

年末、年始（12/29から
1/3まで）の期間における
宿日直勤務及び交替勤
務

１勤務当たり
12/31、1/1　　4,700円
上記以外　　　2,700円

職員全体に占める手当支給職員の割合（21年度）

4,707

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 21 年 度 決 算 ） 471

　　

支 給 実 績 （ 21 年 度 決 算 ）
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カ　その他の手当（平成２２年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

職員全体に
占める手当
支給職員の
割合
　（21年度）（21年度決算）

寒冷地手当

寒冷地に在勤する職員に
支給
・6.特別職の報酬等の状況
に掲載してある表と同じ

同じ 785 千円 71,309

154,111 81.8%

夜間勤務手当

正規の勤務時間として深夜
に勤務した職員に支給
・勤務1時間あたりの給料額
×25/100×勤務時間数

同じ

39 千円 38,500 9.1%

476 千円 475,200 9.1%

1,033 千円 103,260 90.9%通勤手当

交通機関利用及び自動車
等の交通用具使用職員に支
給
・公共交通機関利用者
６か月定期券等の価格により
一括支給（ただし、１か月
55,000円が支給限度額）
・自動車等の交通用具使用
者
通勤距離に応じた月額支給
（2,900円から44,100円）

同じ

63.6%

住居手当

借家・借間に居住する職員に
支給
：最高27,000円（月額12,000
円を超える家賃を支払ってい
る職員）

同じ 0 千円 0 0.0%

扶養手当

扶養親族のある職員に支給
・配偶者：13,000円
・配偶者以外：各6,500円
・配偶者のない職員の場合の
1人目の子等：11,000円
・特定年齢の子：加算5,000
円（16歳年度初め～22歳年
度末）

同じ 1,722 千円 246,000

一般行政職
の制度との
異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給実績 支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価 （21年度決算） 平均支給年額

管理職手当

管理又は監督の地位にある
職員に支給
＜支給額の例＞
局長　　　　84,100円
次長　　　　64,900円
課長　　 　 54,000円
副課長等　39,600円
副参事    　29,600円

同じ

1,387 千円

管理職員特別勤務手当

管理又は監督の地位にある
職員が、臨時又は緊急の必
要等により、週休日又は休
日等に勤務した場合に支給
・管理職手当の適用区分に
応じて、勤務一回につき支給
局長       　　　　 　11,000円
次長及び課長   10,000円
副課長及び副参事等 7,000
円

宿日直手当

宿日直勤務を行った職員に
支給
・勤務１回につき7,200円
（保安責任者は2,000円を加
算）

同じ

一部異なる

一般行政職
は勤務１回に
つき5,900円

以内

0.0%0 千円 0

100.0%
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　((((4444))))　　　　工業用水道事業工業用水道事業工業用水道事業工業用水道事業

  　① ① ① ① 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、平成２２年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

な　し

② ② ② ② 職員職員職員職員のののの基本給基本給基本給基本給、、、、平均月収額及平均月収額及平均月収額及平均月収額及びびびび平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

団 体 平 均 44.7 352,414 527,161

6,310

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

55.8 50.0

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

1 3,398 797 1,198 5,393 5,393

12,806 2,780 7,143

一人当たり給与費

21年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円 千円

職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　　B/A

区　　分 職員数 一人当たり （参考）類似団体平均

める職員給与費比率

21年度 　　　　千円 千円　 千円　

Ａ  Ｂ　

％

職員給与費比率　質収支

区　　分 総費用 純損益又は実 総費用に占める

20年度の総費用に占

％

上 越 市 34.5 288,400 449,514

給　 料　　　　　　Ａ

　　　　　　Ｂ／Ａ
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③ ③ ③ ③ 職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（21年度支給割合） （21年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算　　5％～20％ ・ 役職加算　　5％～20％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（平成２２年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2～20％加算） （2～20％加算）

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 ） （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 ）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２１年度に退職した職員に支給された平均額である。

      

0 0 2,421 24,090

上　　　越　　　市 上越市（一般行政職）

59.28 59.28 59.28 59.28

1.45 0.7 1.45 0.7

41.34

47.50 59.28 47.50 59.28

33.50 41.34 33.50

23.50 30.55 23.50 30.55

2.75 1.35 2.75 1.35

１人当たり平均支給額（21年度） １人当たり平均支給額（21年度）

1,199 1,432

上　　　越　　　市 上越市（一般行政職）
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ウ　地域手当

（平成２２年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成２２年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

支 給 実 績 （ 20 年 度 決 算 ） 544

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 20 年 度 決 算 ） 544

0.0

手当の種類（手当数） 1

同上
（災害応急作業等手当）

全職員

重大な災害の発生等に
より、供給区域において
行う巡回監視、応急作業
等

1日　600円

287

主な支給対象職員 主な支給対象業務

同上
（年末・年始）

左記職員に対する支給単価

特殊企業職手当
水道技術管理者の資格を有し選
任された職員

水道管理についての技
術上の業務

月額　2,500円

手当の名称

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算） 0

支給実績（21年度決算） 0

１勤務当たり
12/31、1/1　　4,700円
上記以外　　　2,700円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 21 年 度 決 算 ） 287

支給実績（21年度決算） 0

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算） 0

職員全体に占める手当支給職員の割合（21年度）

年末、年始に宿日直勤務に従事し
た職員

年末、年始（12/29から
1/3まで）の期間における
宿日直勤務及び交替勤
務

支 給 実 績 （ 21 年 度 決 算 ）
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カ　その他の手当（平成２２年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

0.0%

寒冷地手当

寒冷地に在勤する職員に
支給
・6.特別職の報酬等の状況
に掲載してある表と同じ

同じ 51 千円 51,000 100.0%

（21年度決算）

夜間勤務手当

正規の勤務時間として深夜
に勤務した職員に支給
・勤務1時間あたりの給料額
×25/100×勤務時間数

同じ 0 千円 0

千円 459,800 100.0%宿日直手当

宿日直勤務を行った職員に
支給
・勤務１回につき7,200円
（保安責任者は2,000円を加
算）

一部異なる

一般行政職
は勤務１回に
つき5,900円

以内

460

0.0%

管理職員特別勤務手当

管理又は監督の地位にある
職員が、臨時又は緊急の必
要等により、週休日又は休
日等に勤務した場合に支給
・管理職手当の適用区分に
応じて、勤務一回につき支給
局長       　　　　 　11,000円
次長及び課長   10,000円
副課長及び副参事等 7,000
円

同じ 0 千円 0 0.0%

千円 0 0.0%

管理職手当

管理又は監督の地位にある
職員に支給
＜支給額の例＞
局長　　　　84,100円
次長　　　　64,900円
課長　　 　 54,000円
副課長等　39,600円
副参事    　29,600円

同じ 0 千円 0

0.0%

住居手当

借家・借間に居住する職員に
支給
：最高27,000円（月額12,000
円を超える家賃を支払ってい
る職員）

同じ 0 千円 0 0.0%

扶養手当

扶養親族のある職員に支給
・配偶者：13,000円
・配偶者以外：各6,500円
・配偶者のない職員の場合の
1人目の子等：11,000円
・特定年齢の子：加算5,000
円（16歳年度初め～22歳年
度末）

同じ 0 千円 0

手　当　名 内容及び支給単価
一般行政職
の制度との
異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

職員全体に
占める手当
支給職員の
割合
　（21年度）

（21年度決算）

支給職員１人当たり

平均支給年額

通勤手当

交通機関利用及び自動車
等の交通用具使用職員に支
給
・公共交通機関利用者
６か月定期券等の価格により
一括支給（ただし、１か月
55,000円が支給限度額）
・自動車等の交通用具使用
者
通勤距離に応じた月額支給
（2,900円から44,100円）

同じ 0

支給実績
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